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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第147期

第３四半期連結
累計期間

第148期
第３四半期連結
累計期間

第147期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

営業収益（百万円） 795,430 825,453 1,091,455

経常利益（百万円） 59,766 65,907 70,038

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益（百万円）

50,800 57,824 55,248

四半期包括利益又は包括利益
（百万円）

53,082 54,007 50,635

純資産額（百万円） 609,266 662,858 623,297

総資産額（百万円） 2,026,515 2,123,694 2,092,546

１株当たり四半期（当期）純利益
金額（円）

41.14 47.17 44.81

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額（円）

－ － －

自己資本比率（％） 28.6 28.9 27.6
 

回次
第147期

第３四半期連結
会計期間

第148期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額
（円）

10.79 19.24
 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．営業収益には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載し

ておりません。

 
２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】
当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社（連結子会社を含む）が判断したも

のであります。

（１）業績の状況

当社（連結子会社を含む）は、将来の大きな飛躍に向け、財務健全性を確保しつつ、既存事業・プロジェク

トの強化、当社の強みを生かすことのできる新規領域への積極的進出や成長領域への重点投資を実施し、収益

性、効率性双方の向上の実現を目指した、中期３か年経営計画「ＳＴＥＰ ＴＯ ＴＨＥ ＮＥＸＴ ＳＴＡＧ

Ｅ」を推進しております。

当第３四半期連結累計期間の営業収益は、当社の不動産賃貸業が堅調に推移したことや、㈱東急レクリエー

ションを前連結会計年度末に連結子会社化したことによる増加などにより、8,254億５千３百万円（前年同期比

3.8％増）、営業利益は、664億４千９百万円（同4.2％増）となりました。経常利益は、支払利息の減少などに

より、659億７百万円（同10.3％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、578億２千４百万円（同13.8％

増）となりました。

セグメントの業績は以下のとおりであり、各セグメントの営業収益は、セグメント間の内部営業収益又は振

替高を含んで記載しております。なお、各セグメントの営業利益をセグメント利益としております。
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①  交通事業

交通事業では、当社の鉄軌道業において、当第３四半期連結累計期間における輸送人員は、二子玉川ライ

ズ２期の開業効果などにより、定期で1.9％、定期外で0.5％増加し、全体でも1.3％の増加となりました。

この結果、営業収益は、1,533億１千２百万円（同2.7％増）となったものの、当社の鉄軌道業において、

費用が増加したことなどにより、営業利益は、252億７千３百万円（同6.0％減）となりました。

（当社の鉄軌道業の営業成績）

種別 単位
前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

27．４．１～27．12．31 28．４．1～28．12．31

営業日数 日 275 275

営業キロ程 キロ 104.9 104.9

客車走行キロ 千キロ 111,050 111,725

輸送人員

定期外 千人 348,199 349,786

定期 千人 519,534 529,288

計 千人 867,733 879,074

旅客運輸収入

定期外 百万円 56,940 57,140

定期 百万円 46,393 47,256

計 百万円 103,333 104,396

運輸雑収 百万円 10,371 10,325

収入合計 百万円 113,704 114,721

一日平均旅客運輸収入 百万円 376 380

乗車効率 ％ 51.6 51.9
 

（注） 乗車効率の算出方法 乗車効率 ＝
輸送人員

×
平均乗車キロ

× 100
客車走行キロ 平均定員

 

 
② 不動産事業

不動産事業では、当社の不動産販売業において、前年度の大型集合住宅（マンション）販売の反動減など

により、営業収益は、1,267億６千５百万円（同5.7％減）となったものの、当社の不動産賃貸業において、

「二子玉川ライズ」などの賃貸収入が堅調に推移したことなどにより、営業利益は、238億５百万円（同

12.9％増）となりました。

③  生活サービス事業

生活サービス事業では、チェーンストア業の㈱東急ストアにおいて、既存店売上が好調に推移したこと

や、映像事業の㈱東急レクリエーションの連結子会社化による増加などにより、営業収益は、5,063億８千７

百万円（同6.9％増）となりましたが、電力小売業の㈱東急パワーサプライにおいて、事業開始に伴う費用が

発生したことなどにより、営業利益は、102億５千１百万円（同1.4％減）となりました。

④  ホテル・リゾート事業

ホテル・リゾート事業では、ホテル業の㈱東急ホテルズにおいて、高稼働を維持したことに加え、販売単

価も増加したことなどにより、営業収益は、801億７千６百万円（同1.9％増）、営業利益は、69億１千８百

万円（同32.7％増）となりました。
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（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの対処すべき課題に重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①　当社の財務及び事業の基本的方針

当社は、平成12年４月、「２１世紀においても持続的に成長する東急グループ」を目指して「東急グルー

プ経営方針」を策定し、グループ再編を積極的に進めるとともに、財務的な課題の克服に努めてまいりまし

た。次いで平成17年４月より成長戦略に軸足を移し、持続的成長の基盤確立に努め、平成27年度からは、

「次なる飛躍へのステップとして、沿線を深耕するとともに、新たな成長にチャレンジする」を基本方針と

する中期３か年経営計画に取り組んでおります。

当該計画は、渋谷再開発など大型開発プロジェクトの完成を見据えた長期的な視点に立ち、将来の大きな

飛躍に向け、財務健全性を確保しつつ、既存事業・プロジェクトの強化、当社の強みを生かすことのできる

新規領域への積極的進出や成長領域への重点投資を実施し、収益性、効率性双方の向上を実現することを目

的としております。

このように長期的な視点に立った経営計画を推進し、当社が企業価値・株主の共同の利益を保全・確保し

向上させていくためには、以下の各項目を実行することが不可欠と考えており、より一層これらの実現に努

めてまいります。

１）当社の鉄道事業は極めて公共性の高い事業領域に属しており、お客さまの安全確保を第一義とした全社

的推進体制を確保すること

２）安全性および利便性の向上を目指した中長期的な投資を継続的に行い、それを可能とする経営の安定性

を確保すること

３）長期的な視点に立ち、沿線開発と不動産事業の更なる推進を継続するとともに、広域の移動を促進、街

や地域を活性化させるべく、交通・リテール・生活サービスなどグループの各事業が一体的に展開する

こと

４）子会社の少数株主の利益を損なわないように配慮しつつ、グループの各事業を全体最適の観点から一元

的にマネジメントすることができるよう、当社が強力なグループガバナンスを発揮すること

５）株主の皆さま、お客さま、沿線住民の方々、行政機関、関係事業者、債権者、そして従業員やその家族

といった事業にとって重要なステークホルダー全般との信頼関係を維持向上させること

②　当社の支配に影響を与える株式の大量取得行為について

当社の株式は上場されており、当社株式の大量取得を目的とする買付であっても、それが当社の企業価

値・株主の共同の利益に資すると判断される限り否定されるべきものではありません。また、株式会社の支

配権の移転を伴う買収提案について対抗措置をとるべきとの判断には、最終的には合理的手続きを経て確定

される株主全体の意思が反映されるべきものと考えております。

しかしながら、株式の大量取得行為の中にはその目的・手法などから見て、企業価値・株主の共同の利益

に対して明白な侵害をもたらすもの、例えば短期的な利益追求を目的とすることなどにより鉄道事業の安全

確保に悪影響を及ぼす可能性があるもの、また、買収を二段階で行い、最初の買付に応じなければ不利益に

なる、あるいはそのような危惧を抱かせる状況を作り出し、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあ

るもの等、不適切な方法による、あるいは不適切な者による企業買収の存在は否定できません。また、株式

の大量取得行為の提案がなされた場合において、これの是非を判断する十分な情報や代替案を株主の皆さま

が持ち合わせていないにも関わらず、そのまま買収が行われてしまう場合もあり得ます。

当社事業にとって重要なステークホルダーの利益を考慮しつつ、このような買収から企業価値・株主の共

同の利益を守り、これらに資するよう行動することは、当社の経営を負託された者として当然の責務である

と認識しております。

現時点において、当社は具体的にこのような買収の脅威にさらされているとの認識はありませんが、当社

株式の取引や株主の異動の状況を常にチェックするとともに、当社株式を大量に取得しようとする者が出現

した場合に、判断の客観性を担保しつつ、企業価値・株主の共同の利益を保全・確保および向上させるため

に必要な措置が取れるよう、社内における体制を整え、役割分担や行うべき対応を明確にしております。

（３）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は、２億５千６百万円であります。
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（４）主要な設備

　　当第３四半期連結累計期間において、新設、休止、大規模改修、除却、売却等により著しい変動があった設

備は、次のとおりであります。

　　（取得）

　・不動産事業において、当社は、不動産賃貸設備として「Ｄaiwa渋谷道玄坂ビル」を平成28年４月に取得し

ております。なお、取得した設備の帳簿価額は64億３百万円、土地面積は721㎡であります。

　・不動産事業において、当社は、「東京都新宿区歌舞伎町一丁目所在土地建物」を平成28年11月に取得して

おります。なお、取得した設備の帳簿価額は73億６千４百万円、土地面積は1,054㎡であります。

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,800,000,000

計 1,800,000,000
 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年２月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 1,249,739,752 1,249,739,752
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
1,000株

計 1,249,739,752 1,249,739,752 － －
 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年10月１日～
平成28年12月31日

－ 1,249,739,752 － 121,724 － 92,754

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

①【発行済株式】

   平成28年12月31日現在

区分 株式数（株）
議決権の数
（個）

内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式 15,257,000

（相互保有株式）

普通株式 3,382,000
 

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,224,622,000
 

1,224,622 －

単元未満株式 普通株式 6,478,752
 

－ －

発行済株式総数 1,249,739,752 － －

総株主の議決権 － 1,224,622 －
 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれております。

②【自己株式等】

  平成28年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）      

東京急行電鉄㈱
東京都渋谷区南平台
町５番６号

15,257,000 － 15,257,000 1.22

（相互保有株式）      

㈱東急レクリエーション
東京都渋谷区桜丘町
２番９号

3,381,000 － 3,381,000 0.27

㈱伊東アンテナ協会
静岡県伊東市広野２
丁目３番17号

1,000 － 1,000 0.00

計 － 18,639,000 － 18,639,000 1.49
 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 39,614 50,529

  受取手形及び売掛金 133,442 137,913

  商品及び製品 15,393 17,511

  分譲土地建物 31,937 38,671

  仕掛品 5,821 9,251

  原材料及び貯蔵品 5,921 6,498

  繰延税金資産 7,233 4,094

  その他 37,921 34,813

  貸倒引当金 △812 △875

  流動資産合計 276,472 298,407

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 723,130 707,107

   機械装置及び運搬具（純額） 57,782 55,597

   土地 653,977 675,482

   建設仮勘定 113,806 116,730

   その他（純額） 24,725 24,486

   有形固定資産合計 1,573,421 1,579,404

  無形固定資産 29,670 31,667

  投資その他の資産   

   投資有価証券 132,223 138,877

   退職給付に係る資産 5,245 5,527

   繰延税金資産 9,626 6,455

   その他 66,396 63,866

   貸倒引当金 △511 △512

   投資その他の資産合計 212,981 214,214

  固定資産合計 1,816,073 1,825,287

 資産合計 2,092,546 2,123,694
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 94,824 93,256

  短期借入金 319,531 335,343

  1年内償還予定の社債 20,000 8,000

  未払法人税等 20,614 2,769

  引当金 12,065 8,371

  前受金 24,777 33,233

  その他 116,370 110,966

  流動負債合計 608,183 591,940

 固定負債   

  社債 196,228 228,228

  長期借入金 401,707 387,241

  引当金 2,841 2,681

  退職給付に係る負債 40,506 41,082

  長期預り保証金 118,556 118,885

  繰延税金負債 28,055 20,316

  再評価に係る繰延税金負債 9,176 9,176

  その他 41,402 40,576

  固定負債合計 838,474 848,188

 特別法上の準備金   

  特定都市鉄道整備準備金 22,590 20,707

 負債合計 1,469,248 1,460,836

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 121,724 121,724

  資本剰余金 131,666 131,843

  利益剰余金 327,405 374,149

  自己株式 △19,088 △25,625

  株主資本合計 561,708 602,092

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 12,577 15,099

  繰延ヘッジ損益 43 7

  土地再評価差額金 8,338 8,338

  為替換算調整勘定 6,835 △833

  退職給付に係る調整累計額 △12,630 △9,974

  その他の包括利益累計額合計 15,164 12,636

 非支配株主持分 46,424 48,129

 純資産合計 623,297 662,858

負債純資産合計 2,092,546 2,123,694
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

営業収益 795,430 825,453

営業費   

 運輸業等営業費及び売上原価 584,624 606,873

 販売費及び一般管理費 147,040 152,130

 営業費合計 731,665 759,004

営業利益 63,764 66,449

営業外収益   

 受取利息 162 159

 受取配当金 682 725

 持分法による投資利益 5,885 5,705

 その他 2,721 3,247

 営業外収益合計 9,452 9,837

営業外費用   

 支払利息 8,229 7,597

 固定資産解体費 2,085 －

 その他 3,136 2,781

 営業外費用合計 13,450 10,379

経常利益 59,766 65,907

特別利益   

 固定資産売却益 16,236 588

 工事負担金等受入額 628 404

 特定都市鉄道整備準備金取崩額 1,882 1,882

 その他 1,953 55

 特別利益合計 20,701 2,930

特別損失   

 工事負担金等圧縮額 511 332

 固定資産除却損 635 658

 固定資産解体費 9,927 －

 その他 867 543

 特別損失合計 11,941 1,533

税金等調整前四半期純利益 68,525 67,304

法人税等 17,373 8,219

四半期純利益 51,151 59,085

非支配株主に帰属する四半期純利益 351 1,261

親会社株主に帰属する四半期純利益 50,800 57,824
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純利益 51,151 59,085

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 3,606 2,082

 繰延ヘッジ損益 0 1

 為替換算調整勘定 △3,449 △9,215

 退職給付に係る調整額 2,314 2,569

 持分法適用会社に対する持分相当額 △540 △516

 その他の包括利益合計 1,930 △5,078

四半期包括利益 53,082 54,007

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 53,513 55,295

 非支配株主に係る四半期包括利益 △430 △1,288
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年

４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微で

あります。

（追加情報）

（従業員持株ＥＳＯＰ信託について）

当社は、平成27年９月に、中長期的な企業価値向上と福利厚生の拡充を目的とした従業員インセンティブ・プ

ラン「従業員持株ＥＳＯＰ信託」を導入しております。

（１）取引の概要

ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考に、従業員持株会の仕

組みを応用した信託型の従業員インセンティブ・プランであり、当社株式を活用した従業員の財産形成を促

進する貯蓄制度の拡充（福利厚生制度の拡充）を図る目的を有するものをいいます。

　当社が「東急グループ従業員持株会」（以下「持株会」といいます。）に加入する従業員のうち一定の要

件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は一定期間にわたり持株会が取得すると見込まれる

数の当社株式を、予め定める取得期間中に取得します。その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に持株会

に売却します。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠出割合等

に応じて金銭が分配されます。株価の下落により売却損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、金銭

消費貸借契約の保証条項に基づき、当社が銀行に対して一括して返済するため、従業員の追加負担はありま

せん。

（２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度4,794百万円、

5,691千株、当第３四半期連結会計期間3,955百万円、4,695千株であります。

（３）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

前連結会計年度4,804百万円、当第３四半期連結会計期間4,051百万円

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産等に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、

次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

減価償却費 53,110百万円 57,068百万円

のれんの償却額 334 302
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 4,985 4.0 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月10日
取締役会

普通株式 （注）4,938 4.0 平成27年９月30日 平成27年12月４日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金23百万円を含めております。

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成27年５月13日開催の取締役会決議に基づき、当第３四半期連結累計期間において自己株式

11,746千株を9,999百万円にて取得しております。また、同日開催の取締役会決議に基づき、「従業員持株ＥＳ

ＯＰ信託」を導入し、当第３四半期連結累計期間において6,165千株を5,194百万円にて取得しております。こ

の結果、自己株式が15,088百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末における自己株式は18,259百万円と

なっております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 （注１）5,555 4.5 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年11月10日
取締役会

普通株式 （注２）5,555 4.5 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金
 

（注１）配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金25百万円を含めております。

 （注２）配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金22百万円を含めております。

 
２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成28年11月10日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の市場買付及び連結子会社が所有する当

社普通株式を取得したことなどにより、当第３四半期連結累計期間において自己株式が6,537百万円増加し、当

第３四半期連結会計期間末における自己株式は25,625百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 

報告セグメント

計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

交通
事業

不動産
事業

生活
サービス
事業

ホテル・
リゾート
事業

営業収益        

外部顧客への営業収益 147,863 105,043 464,533 77,990 795,430 － 795,430

セグメント間の内部営業収益
又は振替高

1,363 29,341 9,024 686 40,414 △40,414 －

　　　 計 149,226 134,384 473,557 78,676 835,845 △40,414 795,430

セグメント利益 26,894 21,091 10,401 5,212 63,599 165 63,764
 

（注）１．セグメント利益の調整額165百万円は、セグメント間取引消去額であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 

報告セグメント

計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

交通
事業

不動産
事業

生活
サービス
事業

ホテル・
リゾート
事業

営業収益        

外部顧客への営業収益 151,749 97,166 497,152 79,385 825,453 － 825,453

セグメント間の内部営業収益
又は振替高

1,562 29,598 9,235 790 41,187 △41,187 －

　　　 計 153,312 126,765 506,387 80,176 866,640 △41,187 825,453

セグメント利益 25,273 23,805 10,251 6,918 66,249 199 66,449
 

（注）１．セグメント利益の調整額199百万円は、セグメント間取引消去額であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率

法から定額法に変更したことに伴い、事業セグメントの減価償却の方法を同様に変更しております。

なお、当該変更に伴う当第３四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 41円14銭 47円17銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額
（百万円）

50,800 57,824

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額（百万円）

50,800 57,824

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,234,836 1,225,799
 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金

額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。１株当たり四半期純利益

金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第３四半期連結累計期間2,410千株、当第３四

半期連結累計期間5,243千株であります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】
平成28年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額………………………5,555百万円

（ロ）１株当たりの金額……………………………………4.5円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成28年12月５日

（注）平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年２月10日

東京急行電鉄株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 杉山 義勝   印

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松尾 浩明   印

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 照内   貴   印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京急行電鉄株

式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日か

ら平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京急行電鉄株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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